
仕様書 

１ 件名 

  執務用Ｌ型机等の購入 

２ 調達物品の規格・数量 

別紙「商品の規格・数量一覧表」のとおりとする。 

また，別紙の参考銘柄若しくは例示品と同等以上の製品でも可とする。ただし，その場合に

おいても，修理や部品交換が可能であるなど長期間に使用が可能な設計，又は分解が容易であ

るなど部品の再使用や素材の再生利用が容易となる設計がなされていること。 

特に金属部分については，資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年法律第 48 号）の

判断の基準を踏まえ，製品の長寿命化及び省資源化又は材料の再生利用のための設計上の工夫

がなされていること。 

なお，参考銘柄以外の製品の納入を希望する場合については，平成３１年５月１０日（金）

正午までに別紙の規格を満たしていることを証明するカタログ等を会計室用度係に提出しなけ

ればならない。 

３ 納入 

(1) 納入場所 

東京都千代田区霞が関１－１－１ 中央合同庁舎６号館Ｂ棟８階 

公正取引委員会事務総局審査局管理企画課審査企画官付執務室内 

(2) 納入期限 

平成３１年６月１６日（日）までとする。 

なお，納入は土曜日又は日曜日に行うこと。 

(3) その他 

ア 納入は，前記(1)に示す納入場所へ直接行うこと。なお，納入日及び納入方法の詳細に関

しては，落札後，担当者と打ち合わせを行った上で決定する。 

イ 納入に際し，事前に作業に関する「作業員届出」及び「車両届」を会計室用度係に提出

すること。 

ウ 搬入に関しては，建物を傷つけることのないよう契約業者において必要な養生を行うこ

と。 

エ 交通事情や天災地変その他やむを得ない事情のため，納入が遅れる場合は連絡すること。 

オ 搬入に関しては，必要に応じて事前に会計室用度係の担当者に工程説明等を行うこと。

カ 搬入時における損傷については，契約業者の負担において修復すること。 

キ 納入時には検査を受け，製品名・数量を記載した納入書を添付すること。 

ク 納入は，完成品として使用できる状態にして引渡しすること。 

ケ 納品後に発生した梱包材等の回収及び作業場所の清掃を行い，ゴミは契約業者が持ち帰

り処分すること。 

４ 返品・交換 

  誤発注等による調達物品の返品，交換については下記の場合を除き，速やかに応じること。 

ただし，返送料については契約業者が負担すること。 



(1) 使用した製品。 

(2) 発注者の責任でキズや汚れが生じた製品。 

５ 見積書提出期限 

平成３１年５月１３日（月）正午 

提出方法については，持参のほかメール又は FAX による方法も可とする。 

FAX：０３－３５８１－２９５１ 

E-mail：open-counter@jftc.go.jp 

６ その他 

 (1) 本件に要する一切の費用及び消費税を見積額に含めること。 

(2) 契約履行確保のため，選定した製品のメーカー等出荷元からの出荷証明を求めることがあ

り，出荷証明の提出が可能なことが契約（発注）条件となること。 

 (3) 見積り合わせの結果（契約の相手方，契約金額）は，契約の相手方に決定した者に個別に

通知するほか，以下の公正取引委員会ウェブサイトに掲示する。 

【公正取引委員会ウェブサイト（調達情報）】 

https://www.jftc.go.jp/soshiki/tyoutatsu/opkouhyou/index.html 

(3) 見積書の提出をもって別添「暴力団排除に関する誓約事項」に誓約したものとする。 

(4) 本件において，知り得た機密を第三者に漏らしてはならない。 

(5) 仕様書に定めのない事項等については，その都度協議の上，定めるものとする。 

７ 問い合わせ先 

公正取引委員会事務総局官房総務課会計室用度係 

TEL：０３－３５８１－５４７４  



                                     別紙

【商品の規格・数量一覧表】 

＜１ 執務用机＞ 

１－１ 執務用Ｌ型机（A） 

 ア 数 量    １台（右用１台） 

 イ 外形寸法   Ｗ１６００×Ｄ１２００×Ｈ７２０ｍｍ 

          （机幅は，７００ｍｍ，４５０～６００ｍｍ） 

（例） 

                   １６００ｍｍ 

     ７００ｍｍ 

                                  １２００ｍｍ 

    ５５０ｍｍ 

 ウ 形状・材質   

  (ｱ)天 板   ・メラミン化粧板 

  (ｲ)引出し   ・センター引出し 1 個付き 

（中央引き出し DN892Y_Z606×1 個） 

  (ｳ)カラー   ・本体：スキップシルバー 

・天板：木目調（ネオウッドブラウン）標準エッジタイプ 

 エ 機能等    ・天板下に横配線可能なスペースがあること。 

・天板奥とデスクトップパネルの間から任意の位置で配線を天板上に取

り出せること。 

・天板に OA タップが取り出せるドロップインスペースが最低１箇所ある

こと。 

・引出しの機構に軽い力で出し入れができるようにローラーを使用して

いること。 

 オ その他    ・グリーン購入法適合商品であること。 

・部品供給等，修理体制が整っていること。 

 カ 参考銘柄   Okamura DN2LBD_MK51（右用）  



１－２ モニター用アームセット（B） 

 ア 数量     １セット 

 イ 形状     ・机(A)の天板に取り付けられること。 

          ・クランプタイプであること。 

          ・着脱可能であること。 

 ウ 機能等    ・モニターを左右上下など様々な位置にセッティングが可能であること。 

          ・モニターを左右９０°まで回転可能であること。 

          ・モニターの取り付けインターフェイスが VESA 規格（７５ｍｍ又は１０

０ｍｍ）に準拠していること。 

          ・９ｋｇ以下のモニターが取り付けられること。 

          ・２１型以下のワイドモニターが取り付けられること。 

エ その他    ・グリーン購入法適合商品であること。 

・部品供給等，修理体制が整っていること。 

オ 参考銘柄   Okamura 4E80FH_XC01 

１－３ ラップトップマウントアームセット（C） 

 ア 数量    ２セット 

 イ 形状    ・机(A)の天板に取り付けられること。 

         ・クランプタイプであること。 

         ・着脱可能であること。 

 ウ 機能等   ・ノートパソコンを左右上下など様々な位置にセッティングが可能である

こと。 

         ・１５．６型以下のノートパソコンが設置できること。 

・９ｋｇ以下のノートパソコンが取り付けられること。 

エ その他   ・グリーン購入法適合商品であること。 

・部品供給等，修理体制が整っていること。 

オ 参考銘柄  Okamura 4E80FH_XC01 

    4E8FLT_XC01 

１－４ コンセントアクセサリー（D） 

 ア 数量    １個 

 イ 機能等   ・電源口が４口あること 

         ・クランプ式であること 

         ・机(A)の天板に取り付けられること。 

         ・LAN 口が２口あること 

         ・LAN 口のコネクタは R45 準拠で，CAT６に対応していること。 

ウ 参考銘柄   Okamura DD82AA 



１－５ ワイヤリング（E） 

 ア ワイヤーダクト 

(ｱ) 数量    １個 

  (ｲ) 機能等   バックアップパネルを取り付けた机(A)及び(B)に取り付けられること。 

(ｳ) 参考銘柄  Okamura DNP691P_T01 

 イ ワイヤーフック 

(ｱ) 数量    １個 

  (ｲ) 機能等   バックアップパネルを取り付けた机(A)に取り付けられること。 

(ｳ) 参考銘柄  Okamura DNP670P_T01 

１－６ フレーム取り付けオプション（F） 

 ア フック（スチールタイプ） 

(ｱ) 数量    ２個 

  (ｲ) 機能等   バックアップパネルのファンクションレールに取り付けられること。 

(ｳ) 参考銘柄  Okamura DD811P_Z 

 イ トレーＡ４ 

  (ｱ) 数量    １個 

(ｲ) 機能等   バックアップパネルのファンクションレールに取り付けられること。 

(ｳ) 参考銘柄  Okamura 4E602M_B907 

ウ トレーボックス 

  (ｱ) 数量    １個 

(ｲ) 機能等   バックアップパネルのファンクションレールに取り付けられること。 

(ｳ) 参考銘柄  Okamura 4E604M_B907 

＜２ 執務用椅子（ハイバック）＞ 

 ア 数 量   １脚 

 イ 外形寸法  Ｈ１１００ｍｍ以上（ヘッドレスト装着時）のハイバック仕様であること。 

 ウ 形状・材質 

  (ｱ)本体    ・座タイプはメッシュタイプであること。 

         ・可動式ヘッドレストがあること。 

  (ｲ)脚 部   ・５本脚のキャスタータイプであること。 

(ｳ)カラー   ・背・座：グリーン 

 エ 機能等    ・背座角度連動のロッキング機構を備えていること。 

・背座角度は最大２０°以上であること。 

          ・ロッキング強弱の調節が可能であること。 



・座面の高さ及び奥行きの調整が可能であること。 

・上下の調節が可能なランバーサポートを有していること。 

 オ その他    ・グリーン購入法適合商品であること。   

          ・部品供給等，修理体制が整っていること。 

 カ 参考銘柄   Okamura CC4AMS_FPG5 

＜３ ワークカート＞ 

 ア 数 量    １台 

 イ 外形寸法   Ｗ２５０～２８０×Ｄ４００～４３０×Ｈ６３３～６５０ｍｍ 

 ウ 形状・材質 

(ｱ)カラー   ・スキップシルバー 

 エ 機能等    ・文房具等が収納できるオープンボックスを備えていること。 

・Ａ４タイプの書類が収納できること。 

・キャスター付きであること。 

 オ その他    ・グリーン購入法適合商品であること。   

          ・部品供給等，修理体制が整っていること。 

 カ 参考銘柄   Okamura DD58GA_Z637 

＜４ デスク補助棚＞ 

 ア 数 量    １台 

 イ 外形寸法   Ｗ７００×Ｄ２８０～２９０×Ｈ６００ｍｍ 

 ウ 形状・材質 

(ｱ)カラー  ・グレー 

 エ 機能等    ・キャスター付きでロック機構が備わっていること。 

・中棚板が１枚以上備わっていること。 

・中棚板の位置を可変できること。 

 オ その他    ・グリーン購入法適合商品であること。   

          ・部品供給等，修理体制が整っていること。 

 カ 参考銘柄   ナカバヤシ ND-724 ニューグレー 

   以上 
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暴力団排除に関する誓約事項 

 当社（個人である場合は私，団体である場合は当団体。以下同じ。）は，下記事項に

ついて誓約します。 

 この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当社が不利益を被ること

となっても，異議は一切申し立てません。 

 また，公正取引委員会の求めに応じて当社の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの

（生年月日を含む。）ただし，有価証券報告書を作成していない場合は，役職名，氏名，

性別及び生年月日の一覧表）等を提出すること，及び当該名簿に含まれる個人情報を警

察に提供することについて同意します。 

記 

１ 次のいずれにも該当しません。また，本契約満了まで該当することはありません。 

 契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人，法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者，

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者，団体である場合は代表者，理事等，その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下同じ。）が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき 

  イ 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的，又は第三者に

損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与して

いるとき 

  エ 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

き 

 契約の相手方として不適当な行為を行う者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動を行い，又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて公正取引委員会の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

２ 暴力団関係者を下請負又は再委託の相手方としません。 

３ 下請負人等（下請負人（一次下請以降の全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再
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委託以降の全ての受託者を含む。）並びに自己，下請負人又は再受託者が当該契約に

関して個別に締結する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）が暴力団関係者

であることが判明したときは，当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

４ 暴力団員等による不当介入を受けた場合，又は下請負人等が暴力団員等による不当

介入を受けたことを知った場合は，警察への通報及び捜査上必要な協力を行うととも

に，公正取引委員会に報告いたします。 


